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背景写真：校正中は低解像度画像を貼り込み中

当センターの活動は、一般社団法人日本船主協会および日本水先人会連合会からの支援を受けています。

海事関係の
各種調査研究・
政策提言

海事図書館の
運営

海事関係
公益活動の
支援

公益財団法人日本海事センターは、1964年に設立された日本海事財団と財団法人日本海運振興会の両法人

を統合して2007年4月に発足し、2011年4月に従来の民法法人としての財団法人から「公益社団法人及び

公益財団法人の認定等に関する法律」に基づく公益財団法人に移行致しました。

当センターは、世界経済の急激な変化や、日々複雑化する海事関係の諸課題に的確に対応していくため、 

海事関係の各種調査研究・政策提言、海事図書館の運営、海事関係公益活動の支援、を3つの柱として活動を 

行っています。

は じ め に

  海事社会の中枢的なシンクタンクとして、 
海事産業界、行政機関及び研究機関等の連携と協働に貢献します

 我が国の経済社会に必要不可欠な海事産業界の発展に貢献します

 海事分野における中枢的な機関として公益事業推進に貢献します

 安全・安心な海事社会の実現に貢献します

 環境との調和を目指す海事社会の実現に貢献します

 海事社会の国際的な活動に貢献します

基 本 理 念

組 織 図

理事会
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企画研究部

海事図書館

総務部 業務部 海事センタービル
事業部

四面を海で囲まれた我が国では、輸出入貿易量の 99%
以上を海上輸送が担うなど、経済・社会活動や国民生活に
おける海上輸送の重要性は極めて大きく、海事産業は大きな
役割を果たしています。一方、新型コロナウイルス感染症の
パンデミックが収束しない中、世界的にコンテナの海上荷動
き量が増加する一方、供給力の不足と港湾混雑に起因して、

「輸送の遅延」と「運賃の著しい高騰」が発生し、過去に例を
見ないグローバルサプライチェーンの混乱が長期化しています。
さらに、ロシアによるウクライナ侵攻に伴う経済の混乱が世
界の物流にも波及しつつあるなど、国際情勢の流動化は我
が国の海事社会にも大きな影響を与えています。さらに、国
際海運においては温暖化ガスの排出削減・カーボンニュート
ラルなど地球規模での気候変動対策への取り組みも喫緊の
課題となっています。

公益財団法人日本海事センターは、海洋国家である我が
国の発展に貢献するため、海事関係の各種調査研究・政策
提言、海事図書館の運営、海事関係公益事業の支援を3つ
の柱として活動しています。本年3月には、海事図書館を移転
しリニューアルオープンしたほか、これまで計29回にわたり開
催してきた「海事立国フォーラム」に加え、新たに「JMC 海事
振興セミナー」を開始いたしました。また、ホームページを利
用しやすいように刷新し、新たに当センターと海事図書館の
ロゴマークを制作したほか、今後各種事業についてはPDCA
サイクルに基づき継続的な改善充実を図ってまいる所存です。

当センターは、本年 4月に創立15周年を迎えました。流
動化する国際情勢や激変する世界経済の動向を踏まえつつ、
複雑化する海事関係の諸課題に対して的確に対応していくた
め、海事社会の中枢的なシンクタンクとして、海事産業界、
行政機関および研究機関等の連携と協働に貢献するとともに、
海事産業の発展、海事分野の公益事業の推進、海事思想
の普及と海事分野の様々な事象への正しい理解の増進につ
いて、ますます大きな貢献を果たしていきたいと考えています。

当センターの取組みや活動に対する皆さまのご理解とご
協力をよろしくお願いいたします。

令和4 年 4月

ご挨拶

公益財団法人 日本海事センター
会長　宿利 正史
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調 査 研 究

海に関する中枢的なシンクタンクを目指して

調査研究・政策提言

最新データの公表

外部機関との連携

国際活動の推進

産官学の有識者や実務責任者が参画した海運問題研究会を
運営し、調査研究・政策提言活動を行っています。
海運問題研究会には、調査研究・政策提言などの事業の基
本方針、総合戦略などについて審議する場である『総合企
画会議』と、総合企画会議のもとに個別テーマに対応する『委
員会』が設置されています。

最近の海事社会をめぐる動向や国際情勢を踏まえ、海事社
会のニーズを的確に把握し、海洋国家・海事立国として我
が国が目指すべき方向に沿って、産官学の関係者との連携・
協働の下、以下の活動を行っています。

●外航海運を中心とした海事産業の持続的発展への貢献
●気候変動対策としての国際海運の脱炭素化への対応
●海事人材の確保・育成
●外航海運の国際競争力強化への貢献
●海事イノベーションの推進と新たな市場への進出
●海事クラスターの発展への貢献
●�東アジア・ASEANを中心としたグローバルサプライ�
チェーンの進展への対応

●�国際海事機関（IMO）等における国際ルール策定への�
我が国の主導的な役割への貢献

● �安定的な国際海上輸送の確保と我が国の�
経済安全保障へ貢献

● �国内外の海上輸送動向等の把握・分析
● �船舶による油濁損害�
等への賠償及び�
補償への対応　等

北米航路をはじめとした世界の航路における国際海上コン
テナの荷動き、運賃動向等について把握・分析を行い、主
要データとともに毎月公表を行っています。

スウェーデン・マルメにある世界海事大学
（WMU）と学術協力に関する協定を締結し、共
同研究や研究者間の交流を行うことで、日本の
みならず世界の海事社会に対してアンテナを張
りつつ、調査研究の手法を磨いています。

●�国内の大学、シンクタンクその他の関係機関
と積極的に連携し、海外の海事・物流情報の
収集や情報交換等を行っています。

●�国内の大学等の教育機関に協力し、我が国の
将来を担う若い世代の我が国の海事政策への
理解の促進等に貢献しています。

国際海事機関（IMO）、国際油濁補償基金（IOPCF）、国際労働
機関（ILO）等の会合に日本代表団の一員として参加しています。

加盟国の国旗を掲げているIMOビル調査研究発表 調査研究報告書

世界海事大学 世界海事大学との調査研究協力に関する覚書

各種委員会を核とした調査研究活動

コンテナ輸出入統計の発表

世界海事大学（WMU）との連携等

国際会議等への参加

●日本・アジア／米国間のコンテナ貨物の荷動き動向
●日本・アジア／欧州間のコンテナ貨物の荷動き動向
●日中コンテナ航路、アジア域内コンテナ航路の動向
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（会長：杉山 武彦 一橋大学名誉教授）

日本海事
センター

情報発信

情報分析
調査研究
政策提言

情報収集

行政組織

海事産業

大学／
研究機関
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北米航路の輸送量推移
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Shipping Industry’s Challenge towards Decarbonization 
 

While the global economy is struggling to recover from the disruption caused by the COVID-19 

pandemic, decarbonization has emerged as a long-term and complex challenge to the shipping 

industry. The latest report by the Intergovernmental Panel on Climate Change (IPCC) has reaffirmed 

the linkage of extreme weather and climate change, and the COP26 scheduled in November may 

become another milestone to gain momentum for global actions to address climate change. The 

shipping industry, which relies heavily on fossil fuels, is no exception in bearing the responsibility to 

find pathways to adopt low or zero-carbon fuels in order to contribute to the global efforts to mitigate 

the impact of climate change.  

Against this backdrop, we held an interview with Seijiro Morimoto, a senior researcher of Japan 

Maritime Center, to have an overview of the political and regulatory developments at the 

International Maritime Organization (IMO), as well as the efforts being made across the global 

shipping industry, held in collaboration with stakeholders in relevant sectors, to address the 

unprecedented challenge to make transition towards decarbonization.  

 

1. Are there any specific targets for the global 

shipping industry to reduce GHG emissions? 

 

International shipping, which underpins 90% 

of global trade by volume, emits 2-3% of global 

annual greenhouse gas (GHG) emissions (see 

Figure 1). To achieve the Paris Agreement 

temperature goals, namely to hold global 

average temperature rise to well below 2°C 

from pre-industrial levels, and to pursue efforts 

to further limit within 1.5°C, significant amount 

of GHG reduction is needed. Parties to the 

Paris Agreement are required to set their own 

targets in their nationally determined 

contributions (NDCs), but emissions from 

international shipping cannot be attributed to 

individual countries because ship operations 

involves stakeholders from different countries. 

Ships are frequently chartered and their 

beneficial owners, operators or cargo owners 

often have no linkage with the flag state. Such 

a global and intricate nature of the industry has 

necessitated the IMO, as the regulator of global 

shipping, to take responsibility for regulating 

GHG emissions from international shipping. 

 

 

Fig.1 CO2 emissions from fuel combustion in 2018 

Source: IEA (2020), CO2 Emissions from Fuel Combustion. 

 

In 2018, the Initial IMO GHG Strategy was 

adopted in which levels of ambition, or 

Unit: million tonnes of CO2 

0 
 

欧州連合（EU）における海洋環境保全法制 

野村摂雄 

I．はじめに 

 従来の欧州の海に関する環境保全の取り組みは、一部の欧州加盟国及び域外

国との間における「1992 年の北東大西洋の海洋環境保護のための条約」（OSPAR

条約）1、「1992年のバルト海地域海洋環境保護条約」（ヘルシンキ条約）2、「1992

年の黒海汚染保護条約」（ブカレスト条約）3及び「1995年の地中海の海洋環境及

び沿岸水域保護条約」（バルセロナ条約）4といった条約に示される通り地域的な

ものであり（欧州を取り巻く地域海の一覧について表 1参照）、また、その他の

欧州レベルでの取り組みも分野ごとにとどまっていた（その一覧につき表 2 参

照）。 

このような地域的及び分野・部門ごとの対策を克服すべく、欧州連合としての

総合的な海洋環境保全についての取組みは、2002 年の「第 6 次環境行動計画」

（The Sixth Community Environment Action Programme）5に始まったと言える。

同計画は、2002年からの 10年間における環境保全について規定するものである

が、海の持続可能な利用及び海洋生態系の保全について 6、海洋環境の保全・保

 
1 「1972 年の船舶及び飛行機からの投棄による海洋汚染防止条約」（オスロ条約。国際連

合ウェブサイト https://treaties.un.org/doc/Publication/UNTS/Volume%20932/volume-

932-I-13269-English.pdf にて閲覧可）及び「1974 年の陸上汚染源からの海洋汚染防止条

約」（パリ条約。国際連合ウェブサイト

https://treaties.un.org/doc/Publication/UNTS/Volume%201546/volume-1546-I-26842-

English.pdfにて閲覧可。）を基礎とする。OSPAR委員会ウェブサイト

（https://www.ospar.org/）参照。 
2 1974 年の同名条約を基礎とする。バルチック海洋環境保全委員会（ヘルシンキ委員会）

ウェブサイト（https://helcom.fi/）参照。 
3 黒海汚染保護委員会ウェブサイト（http://www.blacksea-commission.org/）参照。 
4 1976 年の地中海汚染保護条約（欧州連合ウェブサイト（https://eur-

lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:21976A0216(01)&from=EN）にて閲

覧可）を基礎とする。国連環境計画ウェブサイト

（https://www.unenvironment.org/unepmap/）参照。 
5 Decision 1600/2002/EC laying down the Sixth Community Environment Action 

Programme, Official Journal of the European Communities, L242/1 参照（欧州連合ウ

ェブサイト https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A32002D1600

にて閲覧可。以下において「Decision 1600/2002/EC」）。同計画は、2000 年 12 月までを対

象とした第 5 次環境行動計画（”Towards Sustainability: A European Community 

programme of policy and action in relation to the environment and sustainable 

development”）（欧州委員会ウェブサイト

https://ec.europa.eu/environment/archives/action-programme/env-act5/pdf/5eap.pdf

にて閲覧可）の後継。 
6 同計画は、主たる対象分野として、「気候変動」、「自然・生物多様性」、「環境・健康・生

活の質」及び「天然資源・ゴミ」の 4 つを挙げ、海洋環境は「自然・生物多様性」の中で

扱われている（Decision 1600/2002/EC 第 1 条 4項）。 

Japan Maritime Center5 Japan Maritime Center 6



情 報 発 信

ホームページ https://www.jpmac.or.jp

海事図書館は1974年6月に設立され、海事専門図書館と
して貴重な海事資料を豊富に取り揃えており、海事関係の
方々のみならず、広く一般の方々にもご利用頂けます。

2022年3月、海事センタービル8階にて
移転・リニューアルオープンいたしました。

（Lloyd’s�Register�of�Shipsより）

● �海事図書館の開館日、開館時間その他の利用方法等につ
いては、新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から
変更している場合があります。利用に関する情報につい
ては海事図書館（☎03（3263）9422）もしくは電子メール
library@jpmac.or.jpへお問い合わせください。

● �海事図書館については、「すごい古書店�変な図書館」（井上�
理津子著）（祥伝社新書）で「調査30年「太平洋戦争沈没艦
船遺体調査大鑑」も閲覧できる」等とご紹介されています。

海事産業の次世代人材育成推
進会議（国土交通省海事局）の
事業として、海の仕事に関す
る情報提供窓口となるポータ
ルサイト「海の仕事.com」を
管理・運営して
います。

日本海事センターの調査研究活動や海事図書館からのお知
らせ、オススメ新着書、海事資料調べ方講座などの情報を
月1回お届けします。

 メールマガジン登録
https://www.jpmac.or.jp/etc/mail-magazine.html

海事関係の各種情報を迅速に発信・提供してい
ます。また、海事関係人材育成、海事教育に関
するポータルサイトも運営しています。
2021年10月にトップページを含め大幅に刷新
しました。

海洋少年団活動

船員災害防止事業・
生存対策講習

連携図書館
●東京海洋大学附属図書館
●富山大学附属図書館
●神戸大学附属図書館
●千代田区立図書館
上記図書館に加え、全国の大学・研究所の図書館との間�
で資料の相互貸借が可能です。
https://www.jpmac.or.jp/library/library-tieup.php

●開館日時：月曜から金曜�12時〜17時
●複写サービスと貸出（図書・雑誌5冊まで）
●レファレンスは来館のほか、電話・メール・文書でも受付。

19世紀中期以降の海事及び関連産業に関する書籍や雑誌を
収蔵。
●海運（1922〈創刊号〉〜）
●日本船名録（1890〜1998廃刊）
●Containerisation�international（1977〜）
●Containerisation�international�yearbook（1972〜2012廃刊）
●Fairplay（1984〜）
●Lloyd’s�List（1961〜）
●Lloyd’s�Register�of�Shipping�Register�of�Ships（1876〜）
●Shipping�statistics�yearbook（Bremen�1966〜）　など

他図書館との連携

主なサービス

海事関係の公益活動を支援するため、補助金を交付しています。

2022年度の補助金交付団体

主な蔵書

海の仕事.com メールマガジン

日本海事センターのホームページから
蔵書検索も可能ですのでご利用ください。
https://www.jpmac.or.jp/library/

フォーラム・ワークショップの開催

海事に関する最新のトピックスをテーマとして、講演を通
じた紹介等を行う海事立国フォーラムを毎年1ないし2回開
催しています。

日本海事センターが取組む調査研究課題を含め、海事に関
する諸課題をテーマとして、討議等と通じて、課題の掘り下げ、
取組状況の共有、課題解決に向けた提言等を話し合うJMC
海事振興セミナーを2022年3月から開始しました。第29回海事立国フォーラム

（2021年10月 ※対面及びYouTube配信で開催）
～流動化する国際情勢等の中での今後の外航海運の展望～

▲ 収録映像QRコード ▲ 収録映像QRコード

海事立国フォーラム JMC海事振興セミナー

第1回JMC海事振興セミナー
（2022年3月 ※オンライン（Zoomウェビナー）で開催）
～新型コロナウイルス感染症の拡大等で
　　　　　　　　　　大きく変貌するコンテナ船業界～

海事法制 （公財）日本海法会
海事労働 （公財）日本雇用促進センター （一財）海技振興センター

（公財）海技教育財団 船員災害防止協会
航行安全等 （公社）日本海難防止協会 （公社）日本水難救済会

（公社）日本海海難防止協会 （公財）海難審判・船舶事故調査協会
（公社）東京湾海難防止協会 （公財）海上保安協会
（公社）伊勢湾海難防止協会
（公社）神戸海難防止研究会
（公社）瀬戸内海海上安全協会
（公社）西部海難防止協会

海事思想の普及（公財）日本海事広報協会 （公社）日本海洋少年団連盟
水先人養成 （一財）海技振興センター

補助金を
活用した
事業例
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